
みやざき行財政改革プラン（第四期）の取組状況について

人事課行政改革推進室

１ 基本的な考え方

【基本理念】

県総合計画の基本理念『安心と希望の未来への展
望』を支える持続可能な行財政基盤の確立

限られた人員・財源の中で、多様化する県民ニー
ズや突発的業務に的確に対応していく必要性

柔軟かつ機動的な組織体制のもと、人材やノウハ
ウを最大限活用するための人材育成・確保に取り組
むほか、多様な主体との連携や行政のデジタル化等
により、県民本位の行財政改革を推進

２ 推進期間

令和５年度から令和８年度まで（４年間）

160035
スタンプ



視点２ 多様な主体との連携と県民目線のサービスの提供

○ NPOや企業、大学等の多様な主体との協働
・ ＮＰＯや社会福祉法人等と県の関係課による協働事業の実施
・ 包括連携協定による企業等と連携した地域社会の活性化及び

県民サービスの向上の取組

視点１ 県政運営を支える行政基盤の構築と人材づくり

○ 行政需要に対応した簡素で効率的な組織体制の見直し

・ 若者・女性が活躍できる環境づくりを一層推進するため、

総合政策部に「女性活躍推進室」を設置

・ 盛土規制法の運用開始に対応するため、「盛土対策課」を設置

・ 先端技術産業分野における支援を強化するため、

商工観光労働部に「先端技術産業推進室」を設置

〇 適正な定員管理の実施
・ スクラップ・アンド・ビルドを基本に、県民サービスの水準

維持、社会情勢の変化等を反映した適正な定員管理を実施

【職員数の推移】 各年度４月１日現在（単位：人）

３ 主な改革プログラムについて

〇 職員の確保・育成
・ 多様な人材確保に向けた採用試験制度見直し
・ OJTや研修等による職員の育成
・ 高齢期の職員が有する専門的知識や経験を活かすことができる

人事配置

令和６年度は新たに１社と包括連
携協定を締結
（R7.3.31時点：41協定締結）

※写真はヤマト運輸との包括連携
協定式

〇 市町村との連携
・ 市町村等との職員相互派遣の実施
・ 法令や事務の権限委譲（R7.4.1時点：74法令1,219事務）

○ 指定管理者制度の活用
・ 県民サービスの向上及び利用者数の拡大を図るため、公の施設

の運営に民間のノウハウを活用する指定管理者制度を引き続き導入
（R7年度新たに３施設に導入。R7.4.1時点：145施設に導入）

R4 R5 R6 R7 ･･･ R9
(目標値)

知事部局
等 3,785 3,812 3,821 3,832 ･･･ 約3,900

〇 危機管理能力の強化
・ 職員の危機管理能力・意識の向上を目的とした研修や図上訓練

の実施
・ 地域防災計画等を下支えする業務継続計画（ＢＣＰ）の推進を

図るため、各部局における事前の備えとなる各種訓練等を実施

KUROKIRI STADIUM(宮崎県山之口陸上競技場)



視点４ 健全な財務基盤の構築と資産の有効活用

○ 自主財源の確保とコスト縮減

・ 県税確保のため、市町村との併任人事交流や自動車税種別割

      の納期内納付キャンペーンを実施

○ 県有財産等の資産の有効活用

・ 県有施設等へのネーミングライツの活用

令和６年10月に県プール、令和７年１月に山之口陸上競技場

のネーミングライツスポンサー企業が決定

（R7.4.1時点：８施設で導入）

・ 知的財産権の取得と活用促進

商工業や農業、林業などの各分野において、新技術の開発を

行い、特許権を取得

視点３ 行政のデジタル化と働き方改革の推進

○ 行政サービスのデジタル化

・ 税務手続における、共通納税システムの対象税目拡大

・ 県公式ＬＩＮＥアカウントにおけるチャットボット機能導入

（引越し手続きオンラインサービスの追加）

○ ICTの活用等による業務効率化

・ RPAやAI等のICTを活用や、議事録作成支援システムの利活

用により業務時間を削減

（ R7.4.1時点：17,670時間削減）

○ デジタル人材の育成

・ DXの企画とマネジメントができるDX推進リーダー育成研修

を実施

・ デジタル人材育成を推進するため、デジタルに関する研修の

実施や、国家資格の取得に係る補助等を実施

○ 柔軟な働き方の推進

・ テレワークや時差出勤など、職員の事情に合わせた勤務制度

の積極的な活用

・ サテライトオフィスの設置やWeb会議ブースの設置等による

執務環境の整備

・ 職員のコミュニケーション活性化やペーパーレスの推進等を

目的にフリーアドレスの実証を実施

３ 主な改革プログラムについて

○ 仕事と子育てが両立できる職場環境の整備

・ 子育てマイプランを活用した計画的な育児休業等の取得促進

や、育休による他職員の業務負担を軽減するための育休代替

職員の配置
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（単位：億円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

6,352 6,511 6,579 6,565 6,508 6,549 6,461 6,466 6,440 6,414

620 698 689 712 689 729 657 666 655 650

6,680 6,833 6,892 6,875 6,830 6,873 6,777 6,793 6,790 6,776

683 682 701 732 736 732 726 721 715 700

1,277 1,472 1,446 1,472 1,443 1,465 1,381 1,387 1,390 1,367

▲ 328 ▲ 322 ▲ 313 ▲ 310 ▲ 322 ▲ 324 ▲ 316 ▲ 327 ▲ 349 ▲ 362

552 546 549 549 536 522 514 494 454 401

8,520 8,693 8,658 8,659 8,624 8,641 8,616 8,653 8,696 8,706

5,993 6,377 6,613 6,847 6,982 7,206 7,364 7,535 7,697 7,810

歳入

　県債（臨時財政対策債除く）

歳出

　公債費

　普通建設事業費

収支不足

　財政関係２基金残高

県債残高

　うち臨時財政対策債除く

※財政関係２基金残高及び県債残高については、年度末見込み

２ 財政見通しの公表

⑴ 財政見通し

⑵ 公債費と県債残高の推移

⑴ 財政関係２基金の残高確保

⑵ 県債残高の抑制

⑶ 健全化判断比率の維持

１ 財政健全化に係る目標

4 財政健全化指針について

⑶ 健全化判断比率の推移

みやざき行財政改革プラン
（第四期）

○実質公債費比率とは
標準財政規模等（※）に対し、一般会計等だけでなく公営企業の元利償還金に対する

繰出金等まで含めた、実質的な公債費負担の割合
○将来負担比率とは

標準財政規模等（※）に対し、一般会計等や公営企業の借入金等に加え、出資法人等
の負債など将来負担が生じる可能性があるものまで含めた負債の占める割合

（※）標準財政規模… 標準的な税収見込額に普通交付税を加算した額

健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上である場合には、議会の議決を経て、
財政健全化計画を定めなければならない。

（参考：健全化判断比率について）

令和元年度 年度末残高 440億円 （指針策定時）

令和７年度当初後 年度末残高見込み 552億円

8,405億円 （指針策定時）

うち臨時財政対策債 3,631億円

うち臨時財政対策債を除く 4,774億円

8,520億円

うち臨時財政対策債 2,527億円

うち臨時財政対策債を除く 5,993億円

令和元年度 年度末残高

令和７年度当初後 年度末残高見込み

（指針策定時）

実質公債費比率 11.0%

将来負担比率 111.2%

実質公債費比率 11.5%

将来負担比率 97.7%

※　早期健全化基準：実質公債費比率 25.0%、将来負担比率 400.0%

令和元年度決算

令和５年度決算

（県債残高）
億円

（公債費）
億円

(単位：％)

R5 同規模県平均 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
実質公債費比率 11.5 11.4 11.3 10.4 9.8 9.7 9.6 9.7 9.9 9.9 9.8 9.8 9.7
将来負担比率 97.7 153.9 96.1 99.9 103.5 108.0 109.4 111.1 114.5 117.0 120.7 124.8 128.9



現況値（策定時） 目標

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和8年度

1 知事部局等職員数
3,811人 3,821人 3,832人 約3,900人

2 供給電力量　（電気事業） 479,144千kwh 442,142kwh 381678kwh
369,000千kwh

以上

3 契約水量　　（工業用水道事業） 98,180㎥／日 98,180㎥／日 98,180㎥／日
98,000㎥／日

以上

4
一ツ瀬川県民スポーツレクリエーション施設利用者数
　　　　　　（地域振興事業）

27,289人 24,851人 22,292人 31,500人以上

5 病院事業全体での経常収支比率 100.1% 93.8% 95.4% 98.3%以上

6 病院事業全体での医業収支比率
84.2%

85.0% 83.2% 92.2%以上

7 知事部局職員の副主幹ポスト職以上に占める女性の割合
19.1% 19.7% 21.4% 20.0%

8 教職員の教頭以上及び主要なポスト職に占める女性の割合
30.4% 31.8% 32.7% 40.0%

9 県とＮＰＯ・ボランティア等との協働事業件数 184件 180件 176件 215件

10 指定管理者制度導入施設における利用者数 2,762,642人 2,663,201人 2,861,759人 3,380,000人

11 県政情報の認知度 93.1% 92.2% 92.1% 100.0%

12 広報活動に対する満足度 62.9% 64.6% 65.3% 70.0%

13 知事とのふれあいフォーラムの開催回数 ８回 10回 10回 10回

14 審議会等における公募委員の比率 7.3% 7.2% 7.2% 10.0%

15 審議会等における女性委員の比率 43.9% 43.6% 42.9% 50.0%

16 県の行財政改革についての認知度 28.1% 27.3% 25.9% 50.0%

17 県の行政機関における対応についての満足度 81.0% 87.7% 92.9% 90.0%

18 共通納税システムの利用率 9.7% 39.3% 42.7% 50.0%

19 税務手続における電子申告・電子申請対象手続の件数 ６件 10件 11件 15件

20 ひなたＧＩＳへの新規掲載データ数（累計） 41件 417百万円 417百万円 72件

21 ＲＰＡ、ＡＩ等のＩＣＴの活用による作業削減時間 10,600時間 13,800時間 17,670時間 24,000時間

22
職員のワーク・ライフ・バランスの実現度
（知事部局）

61.5% 59.3% 67.0% 70.0%

23
庁内の働き方や仕事の進め方に対する満足度
（知事部局）

62.8% 64.5% 65.6% 70.0%

24 男性職員の育児休業取得率（知事部局） 44.0% 52.9% 68.0% 85.0%

25 照明のＬＥＤ化（累計） ２棟 ３棟 ７棟 11棟

26 個人県民税（均等割・所得割）滞納繰越調定額の割合 2.3% 2.3% 2.4% 2.0%

27 自動車税種別割納期内納付率（件数ベース） 84.8% 86.1% 86.8% 87.2%

28 県庁の温室効果ガス排出量 52,867t-CO2 44,810t-CO2 51,398t-CO2 48,242t-CO2

29 未利用財産の売却 377,072千円 201,935千円 132,789千円
400,000千円

実績

数値目標の名称

「みやざき行財政改革プラン（第四期）」の数値目標一覧

R9.4.1

推進期間での

R5.4.1

R5.4.1

R3年

R5.4.1 R9.4.1

R9.4.1

R6.4.1

R6.4.1

R6.4.1

R7.4.1

R7.4.1

R7.4.1
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